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名 称：一般社団法人マンション計画修繕施工協会（略称ＭＫＳ）
設 立：2008年12月16日
会 長：坂倉 徹（（株）サカクラ代表取締役社長）
会員数：正会員社1６４社（他賛助会員50社）
本 部：東京都港区西新橋２－１８－２ 新橋ＮＫＫビル２Ｆ
支 部：神奈川県支部・九州支部・中部支部・北海道支部・関西・中四国支部
その他：国土交通省住宅リフォーム事業者団体登録制度 登録第1号
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【協会の概要】

【会員社のマンション改修工事請負工事高】

◇ 会員社のマンション改修完成工事高

2021年度 3,458億円

(株)矢野経済研究所「２０１７年版 マンション管理の市場展望と事業戦略」

2021年予測値 ６,140億円の約56.3％

◇ マンション改修元請完成工事高比率

2021年度 2,541億円
同上予測値 ６,140億円の約41.4％

2022年度概況調査統計結果より
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電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド車(PHEV) 充電設備導入マニュアル

【作成の経緯】

初版作成 → 2011年6月発行（国土交通省の要請）

既存の分譲マンションへの電気自動車導入設備改修マニュアル

第2版改定 → 2012年11月発行

既存の分譲マンションへの電気自動車導入設備改修マニュアル

（急速充電器特別措置改正版）

全面改定 → 2022年8月発行（経済産業省の改訂要請）

既存の分譲マンションへの電気自動車(EV)・プラグインハイ

ブリッド車(PHEV) 充電設 備導入マニュアル

（2021年電気事業法改正対応版）
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電動車充電設備改修検討委員会
※委員、オブザーバーの所属は検討委員会開催時点となります。

【委員】
宮城 秋治 一般社団法人マンションリフォーム技術協会
山田 宏至 一般社団法人マンション管理業協会
谷田部雄大 東京電力ホールディングス株式会社
小島 誠太 一般社団法人日本自動車工業会（日産自動車株式会社）
石田 道昭 日本輸入自動車組合
（協会技術委員会委員）
田中 文夫 株式会社アール・エヌ・ゴトー
清水 光久 川本工業株式会社
八十岡繁海 川本工業株式会社
高原 雅典 株式会社サカクラ
吉田 秀樹 建装工業株式会社
畠中 保 ヤマギシリフォーム工業株式会社

【オブザーバー】
服部 翔生 経済産業省製造産業局自動車課
渡辺 健作 経済産業省製造産業局自動車課
松田 学 経済産業省製造産業局自動車課
永井 萌子 国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当）付

※本マニュアルの位置付け：次世代自動車振興センターHPで紹介
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◇マニュアル作成時の主な課題

 駐車場の設置率

 管理組合の合意形成

 各マンションにおける電力契約の多様性

 充電設備の設置・運用費用の負担方法

 設置工事のモデルケース

 電動車、充電設備の技術進歩

 機械式駐車場の取り扱い

 サービス提供事業者の取り扱い 等々
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マニュアルP30：参考資料４ マンションの駐車場充足率（全国平均93.8%）

図参4-1. マンション駐車場設置率（2010年～2014年）出典：東京カンテイ

参考：東京都環境局HP「建築物環境計画書」の届出データ（2022年1月29日時点）
都内の新築分譲・賃貸マンションのEV充電設備設置率2.6%

【参考】マンション駐車場の実情

関東49.0%
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２．充電設備の種類と選択

① マンション全体が低圧引き込みのケース
② 高圧引き込みでマンション敷地内に電力会社の変圧器を設け、共用

部や各戸は低圧契約のケース
③ ②のケースで、共用部のみ自家用受変電設備を設け、高圧契約とし

ているケース
④ マンション全体を一括して一つの高圧契約としているケース

既存受電契約ケース① 既存受電契約ケース② 既存受電契約ケース③・④

マニュアルP6

（１）充電設備を選択/検討する際のポイント
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５．充電設備の設置工事と費用

表5-1.モデルケースによる工事費用の目安

普通充電
モデルケース① モデルケース③ モデルケース④

電源供給元 共用部分電盤
特別措置利用

低圧受電
特別措置利用

高圧受電
電源 単相200V 単相200V 単相200V

壁付けタイプ
壁付けタイプ
＋ポール

壁付けタイプ
＋ポール

コンセントタイプ
3kW

1.コンセント
タイプ
3kW

2.ケーブル付

普通充電器

6kW

コンセントタイプ
3kW

ケーブル付

普通充電器

6kW

設置台数 1台 4台 2台 10台 10台

電源供給方法
既存分電盤から供

給
近隣電柱等

から引込・供給
近隣電柱等から引込
受変電設備から供給

配線・配管距離 約20m（露出） 約60m（架空） 約60m（埋設）

工事費用等 約46万円 約121万円 約193万円 約1192万円 約3104万円

補助金 約45.5万円 上限95万円 上限135万円 上限135万円 上限335万円
実質負担金 約0.5万円 約26万円 約58万円 約1007万円 約2769万円

約30m（露出）

既存分電盤から供給

普通充電器の種類

モデルケース②

共用部分電盤

単相200V

壁付けタイプ

【普通充電器設置のモデルケース】

マニュアルP15

検討会補足
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工事の補助率
説明

(1) 充電設備設置工事費 単位

基数 ア.基礎・据付工事費

基数 イ.搬入・運搬工事

② 電気配線工事費 基数

③ 高圧受電設備設置工事費 申請
設置する充電設備出力の総和に

応じた額
※3

④ 特別措置に基づく受電工事費 申請

(2) 案内板設置工事費 単位

案内板 申請

(3) 付帯設備設置工事費 単位

① 充電スペースのライン引き 基数

② 路面表示 基数

③ 屋根 基数

④ 小屋 基数

⑤ 充電設備防護用部材 基数

⑥ 電灯 基数

(4) その他設置に係る費用 単位

① 雑材・消耗品費、養生費 申請

図面作製費 10 10 10 10 10 10

レイアウト検討費 45※2 45※2 45※2 45※2 45※2 45※2

電力会社立会・協議費 5 5 5 5 5 5

③ 安全誘導員費 申請

④ 停電回避費 申請

⑤ 充電スペース造成費 申請
既設マンションへの設置工事で認

められた場合

⑥ (1)～(3)の工事でかかったその他労 申請 現場管理費、世話役等の労務費

補助金交付上限額（高圧受電設備の設置「無」）

補助金交付上限額（高圧受電設備の設置「有」）

※1:既存の充電器を撤去し、新たに普通充電設備、コンセント、コンセントスタンドの設置のみを行う場合の工事補助率は1/2以内

※2:既存マンション等に設置する場合のレイアウト検討費の上限

※3:50kW以上90kW未満200万円、90kW以上150kW未満300万円、150kW以上400万円
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（単位:万円）

平置き

急速

(50kW以上)

急速

(10kW以上

50kW未満)

平置き

普通・コンセントスタンド

定額（1/1以内）・1/2以内
※1定額（1/1以内）

コンセント

分譲・賃貸マンション等

1/2以内

平置き 機械式 平置き 機械式

(3)小計

設置場所

駐車場形態

充電設備の補助率

対象となる充電設備

補助対象となる工事区分及び工事項目

① 充電設備設置工事費

② レイアウト検討・図面作製費 申請

(1)小計（(1)③を除く）

(2)小計

一つの申請で屋根と小屋を重複し

て選択はできない

「事業ごとの設置工事に係る補助金交付上限額」
マニュアルP26
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２ 長期電動車充電設備設置計画

表参10-3.長期電動車充電設備設置計画検討課題

最終目標経過措置的目標中項目大項目

――台駐車場台数

有（ 台）・無有（ 台）・無空き駐車場

共用充電器 年 台年 台普通充電器

年 台年 台急速充電器

年 台年 台普通充電器
専用充電器

年 台年 台急速充電器

台まで台まで余剰でok

電気容量 年年要容量UP

年年特別措置利用

円／年（ 台）円／年（ 台）年間保守契約

円/台円/台特別積立金修繕・交換

☐☐修繕積立金
支出会計

☐☐特別積立金

☐☐組合徴収
課金方法

☐☐委託徴収

マニュアルP70
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○○マンション管理組合 駐車場台数（10台）

計画年度 4 5 6 9 10 11 16 17 18 21 22 23 24 34

2022 2023 2024 2027 2028 2029 2034 2035 2036 2039 2040 2041 2042 2052 工事項目別

合計金額

3台 2台 2台 2台

500,000 320,000 320,000 320,000 1,460,000

延長含む

7,500,000 300,000 300,000 300,000 8,400,000

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 1,450,000

300,000 300,000 600,000

8,000,000 620,000 920,000 920,000 11,910,000

(A) (B) (A)÷30年 (C) (B)÷12ヵ月 (C)÷10台

30年にかかると予想される総費用 11,910,000 → １ヶ年の必要積立金額 397,000 → １ヶ月の必要積立金 33,083 → １戸当平均月額積立金 3,308

当初5年（3台で負担） 11,028

5～10年（5台で負担） 6,617

10～15年（23台で負担） 4,726

各年度別工事費合計

修繕・交換費

工事項目

普通充電器設置

（モデルケース③で想定）

配線工事

保守契約費

長期電気自動車充電設備設置計画（30ヶ年）

（令和）

（西暦）

表参10-4.長期電動車充電設備設置計画作成例

マニュアルP71


